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　日本ではエネルギー源として、今日、石油が中心となっており、石炭はややもすればマイナーな

存在とみられている。しかし、実際には石炭は石油に次ぐ第2位のエネルギー源である。また、石

炭はエネルギー源であるばかりでなく、鉄鋼を製造する際に不可欠な原料の一つでもある。この論

文では、カナダと日本の経済関係に関して、石炭貿易および日本からカナダの石炭産業への直接投

資の観点から分析を試みたい。

　先ず、世界と日本のエネルギー事情を鳥敵し、次いで世界における石炭の生産・消費動向を明ら

かにする。第3に世界の石炭貿易の特徴を、そして第4に日本とカナダの石炭貿易の特徴を指摘す

る。第5にカナダの石炭産業の特徴を明らかにし、最後にカナダの石炭産業への日本のかかわりに

ついて、直接投資の視点から記述・分析を試みることにする。

1．世界と日本のエネルギー事情

　世界の一次エネルギー需要は、2006年に全体で石油換算ll7億30万トン1あった。これをエネルギ

ー源別に見ると、石油が34．　3％、石炭が26．0％、天然ガスが20．5％、再生可能エネルギーが10．7％、

1石油換算百万トンはMillion　tonnes　oil　equlvalentの訳。
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原子力が6、2％、その他が2．2％であったz。また、2000年から2007年にかけての一次エネルギー需要

の平均年間成長率は、石炭が4．　8％と最も大きかった。石炭に次いで、天然ガスが2．6％、再生可能

エネルギーが2．2％、石油が1．6％の平均年間成長率を示した3。

　将来見通しとして、2030年には一一次エネルギー需要が全体で石油換算170億1，400万トン（2006年

比で1．5倍）となり、世界的な電力需要の増加を背景として、石油、石炭、天然ガスの需要の増加が

続くものとみられている。石炭の需要量に焦点を当てると、2030年には石油換算49億800万トン（2006

年比で1．6倍）と推測されている。主なエネルギー源の中では、石炭が最大の伸びを示す見通しであ

る4。

　日本の一次エネルギー供給は、2005年度に原油換算5億8，　700万トンであった。石油が全体の

46．5％、石炭は第2位の21．0％を占め、石油が中心であるが、石炭も重要なエネルギー供給源であ

る。天然ガスは15．0％、原子力は11．8％、水力と再生可能エネルギーが各々2．9％を占めた5。2030

年度の一次エネルギー供給の見通しで現状固定ケースの場合、原油換算6億8，500万トンとなり、そ

の構成は石油が38．5％、石炭が21．3％、天然ガスが18．8％となる見通しsで、石炭は将来にわたって

約2割を占める重要なエネルギー源としての位置づけにある。

2．世界の石炭生産・消費動向

　2008年の世界の石炭（炭素含有率が高い順に無煙炭、渥青炭、亜渥青炭および褐炭）の可採埋蔵

量7は、8．　260tW　100万トンと推定されている。その分布はメキシコも含めた北米に29．8％、中南米に

1．8％、ロシアを含むヨーロッパ・ユーラシアに33．0％、中東・アフリカに4．0％、アジア・太平洋

地域に31．4％である。国別では、埋蔵量の多い順に、アメリカ28．9％、ロシア19．0％、中国13．9％、

オーストラリア9．　2％、インド7．1％である。カナダの埋蔵量はわずか0．8％と少ない。石炭資源の分

布は世界的に偏在している。

　2008年に、世界のこれら4種の石炭の総生産高8は67億8，120万トンであった。生産高の上位5ヶ

1出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）（2009年）、「海外炭の安定供給確保に向けて」、　p2、原

典はOBCD、　International　Energy　Agency（IEA），　Mortd　Ene，gy　Outtook　2008による。なお、％は筆者が小数第1位

　まで計算した。

3http：〃wwwieaorg／speech／2008／Tanaka／Tanaka＿CEC．pdf　（2010年1月10日アクセス）。

4前掲、NEDO（2009年）、　p．2。

s同上、p．3、原典は総合資源エネルギー調査需給部会（2008年）「長期エネルギー需給見通し」による。

6同上。なお、％は筆者が小数第1位まで計算した。

7出典：BP（2009），“Statistical　Review　of　World　Energy　Full　Report　2009，”原典はWorld　Energy　Council　2009のデータ。

8出典：BP（2009），“Statistical　Review　of　World　Energy　Full　Report　2009，”Coal　Production（Million・tonnes）より。な
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国は、中国が27億8，200万トン（全体の41．0％）、アメリカの10億6，280万トン（15．7％）、インドの

5億1，230万トン（7．6％）、オーストラリアの4億150万トン（5．9％）、およびロシアの3億2，650万

トン（4．　8％）であった。カナダの生産高は6，770万トン（LO％）と僅少である。

　2008年の世界の石炭総生産量は、石油換算33億2，490万トンであった。中国が最大で全体の42．5％

を占め、次いでアメリカが18．0％、オーストラリアが6．　6％、インドが5。8％、ロシアが4．6％、イン

ドネシアが4．2％であった。カナダは1．1％であり、日本はO．　02％であった9。

　石炭生産量が世界第1位の中国は1996年をピークに減産傾向にあったが、その理由は中国政府が

石炭需給バランスの確保と石炭価格の安定を目的に、小規模炭鉱や赤字炭鉱を閉鎖したためである。

しかし、2001年以降、国内消費の急拡大によって生産が急増している。また、第2位のアメリカは

石炭を石油に次ぐ重要なエネルギーと位置づけてきたが、近年の天然ガス価格の急騰により石炭の

重要性が再認識されている1°。

　一方、2008年の世界の石炭総消費量は、石油換算33億370万トンであった。中国が最大の消費国

で全体の42．6％を占めた。次いでアメリカが17、1％、インドが7．0％、日本が3．9％、南アフリカ共

和国が3．1％、ロシアが3．1％であった。石炭生産量の多かったオーストラリアの消費量は1．6％、イ

ンドネシアは0．9％と少なかった。なお、カナダの消費量は1．0％であった1］。

　中国とアメリカは石炭の生産量も多いが、消費量も多いことが判明した。また、日本は石炭の生

産量は微々たるものである反面、消費量は世界第4位であった。カナダは生産量と消費量ともに世

界の1％程度である。

3．世界の石炭貿易

　2008年の世界の石炭貿易を、表1の輸出輸入量と表2の輸出輸入額からみてみよう。一般的には、

オーストラリアのように生産量は多いが国内消費量の少ない国が、石炭の主たる輸出国となる。

　表1は2008年の世界の石炭輸出輸入量上位10ヶ国を示している。世界最大の輸出国はオーストラ

リアで2億5，200万トン（31．8％）、第2位の輸出国はインドネシアで2億300万トン（25．6％）であ

り、この2国で世界全体の輸出量の57。4％を占めている。第3位以下は順に、ロシアのZ　60e万トン

（9．6％）、コロンビアの7，400万トン（9．3％）、南アフリカ共和国の6，000万トン（7．6％）である。第8

お、％は筆者が計算の上、この論文の中では修正した値を記載している。

9’同上、Coal　Production（Million　tonnes　oil　equivalent）より。

1°

o済産業省、資源エネルギー庁（2009年）、『エネルギー白書　2009年版』、p，140。

ll
O掲、　BP（2009），“Statistical　Review　of　World　Energy　Full　Report　2009，”Coal　Consumption（Million　tonnes　oil

　equivalent）より。
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位のカナダは2，000万トン（2．5％）を輸出している。上位10ヶ国の輸出量は世界全体の98．5％にも上る。

　一方、石炭の輸入国では日本が1億8，600万トン（23．9％）の輸入量で世界第1位である。次いで、

韓国が1億トン（12．9％）で、日本と韓国の2ヶ国で36．8％を占めている。第3位以下は順に、台湾

の6，　600万トン（8．5％）、インドの5，800万トン（7．　5％）、ドイツの4，600万トン（5．9％）となっている。

第6位から第10位までにイギリス、イタリア、フランス、スペインとヨーロッパ4ヶ国が輸入国と

して上位にランキング入りしている。上位10ヶ国の輸入量は世界全体の74．9％で、世界の約4分の

3と言える。この比率は、輸出量の方では上位10ヶ国で98．5％を占めたことと比べると、やや低い

が、しかし世界的にみると貿易国がかなり限定されていると言えよう。

表1　2008年の世界の石炭輸出入量上位10ヶ国（単位：百万トン、％）

1出量 」入量

国名 百万トン ％ 国名 百万トン ％

オーストラリア 252 3L8 日本 186 23．9

インドネシア 203 25．6 韓国 100 12．9

ロシア 76 9．6 台湾 66 8．5

コロンビア 74 9．3 インド 58 7．5

南アフリカ共和国 60 7．6 ドイツ 46 5．9

アメリカ 43 5．4 イギリス 43 5．5

カザフスタン 27 3．4 イタリア 25 3．2

カナダ 20 2．5 フランス 21 2．7

ベトナム 20 2．5 トルコ 19 2．4

ベネズエラ 6 0．8 スペイン 19 2．4

その他 12 1．5 その他 195 25．1

合計 793 100．0 合計 778 100．0

上位10ヶ国のシェア 98．5 上位10ヶ国のシェア 74．9

出典：OECD，　lntemational　Energy　Agency（IEA）（2009），　Kay　Uror／d　Energy　Statisitics　20θ9，　p．15、

表2　2008年の世界の石炭輸出入額上位10ヶ国（単位：千ユーロ、％）

」出 ］入額

国名 輸出額（千ユーロ） 国名 輸入額（千ユーロ）

オーストラリア 26，172，835 日本 20，161，198

インドネシア 7，204，959 韓国 8，529，256

アメリカ 5484，057 台湾 5，299，676

ロシア 5，319，730 イギリス 4，379，203

カナダ 3941，525 ドイツ 4，223，108

中国 3，571，771 オランダ 3，321，272

南アフリカ共和国 3，213，803 イタリア 2，875，633

コロンビア 3，080，539 中国 2，43L660
オランダ 2，343，755 フランス 2，368，629

ポーランド 928，639 トルコ 2，234，853

上位10ヶ国のシェア 47．9 上位10ヶ国のシェア 26．7

出典：経済産業省（2009年）、　『通商白書　2009年』、p．334。原典はGlobal　Trade　Atlas　（2008）。

　表2は2008年の世界の石炭輸出輸入額上位10ヶ国を示したものである。この表2には表1では登

場してこなかった国々が輸出国あるいは輸入国として現われている点に注目したい。石炭の輸出額

の第1位はオーストラリアで261億7，283万ユーロである。インドネシアは72億495万ユーロで第2位

であった。輸出量に関しては、オーストラリアとインドネシアの差は4，　900万トン（6．2％）でさほど
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大きくはなかったが、金額ではオーストラリアはインドネシアの3．　6倍にも上っている。これは、オ

ーストラリアからは高品質で高価格の石炭が多く輸出されているためと推測される。

　また、第3位のアメリカの輸出額は54億8，405万ユーロ、第4位のロシアは53億1，973万ユーロ、

第5位のカナダは39億4，152万ユーロ、第6位の中国は35億7，177万ユーロであった。上位10ヶ国の

輸出額は世界全体の石炭輸出額の47．　9％を占めている。輸出上位10ヶ国の構成国は若干異なるもの

の、輸出量では世界の98．5％を占めていたが、輸出金額では47．9％と約半分である点が留意される

べきである。

　石炭輸入金額についても、興味深い事柄を表2から読み取ることができる。日本が世界第一位の

石炭輸入国で、金額は201億6，ll9万ユーロであった。第2位は韓国の85tW2，　925万ユーロ、第3位は

台湾の52億9，　967h一ユーロで、上位3ヶ国がアジア諸国であった。日本は石炭の量としては韓国の

1．86倍輸入しているが、金額では2．3倍の輸入量となっている。日本の方が韓国より高価格の石炭を

多く輸入していると推定される。第4位から第10位の中にヨーロッパ5ヶ国がランキング入りして

いる点では表1と同様の傾向である。しかし、中国が第8位の輸入国で、24億3，166万ユーロ分の石

炭を輸入している。さらに、輸入金額では上位10ヶ国のシェアが26．7％で、輸入量の上位10ヶ国の

シェアの74．9％の約3分の1程度となっている。このことは、数量は少ないが高品質で高価な石炭

を他の国々で輸入していることを示唆している。

4．日本の石炭輸入の特徴

　前節で指摘したように日本は世界最大の石炭輸入国で、国内供給のほぼ全量（99％以上）12を海外

からの輸入に依存している。図1は2000年から2007年にかけての日本の国別石炭輸入実績の推移を

表わしている。2000年には1億5，000万トンの石炭が輸入され、2007年にはそれが1億8，200万トン

へと増加している。

　石炭はその炭素含有率と粘結性によって用途が異なり、大きく一般炭と原料炭の二つに分けられ

る。一般炭は主に発電所やセメント製造などで燃料として用いられる石炭で、渥青炭や亜渥青炭が

これに該当する。原料炭は鉄鋼製造における還元剤であるコークス原料に使用される石炭で、渥青

炭の中で粘結度が高いものである：。

　図2は2000年から2007年にかけての日本の国別一般炭輸入実績の推移を、図3は同期間中の口本

の国別原料炭輸入実績の推移を示している。2000年の日本の一般炭輸入量は9，300万トンであったが、

その後徐々に増加し2007年の輸入量は1億2，800万トンにまで増加している。同期間中、輸入先はオ

12

O掲、資源エネルギー庁（2009年）、『エネルギー白書　2009年版』、p．ll4。

「s

｡田和男監修、秋本明光他（2009年）、『トコトンやさしい石炭の本』、日刊工業新聞社、p．20。
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一ストラリアが最大の貿易相手国で、2007年の輸入量は7，900万トン（6L7％）である。第2位がイ

ンドネシアの2，000万トン（15．6％）、第3位が中国の1，100万トン（8．6％）、第4位がカナダの800

万トン（6．3％）とロシアの800万トン（6．3％）であった。

図1　2000年から2007年の日本の国別の石炭輸入実績推移
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図2　2000年から2007年の日本の国別の一般炭輸入実績推移
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　　　　　　　　　　　　　　カナダの石炭産業の特徴と石炭の対日輸出

　図3から読み取れるように、2000年の日本の原料炭輸入量は5，700万トンで、その後は一般炭の

輸入量ほどの伸びを示さずほぼ横ばいで、2007年の輸入量は5，400万トンであった。輸入相手先は一

般炭同様にオーストラリアが第1位で、2007年の輸入量は3，600万トン（66．・7％）である。第2位は

インドネシアのLOOO万トン（18．5％）、第3位はロシアの400万トン（7．4％）、第4位はカナダの300

万トン（5．6％）、第5位は中国の200万トン（3．7％）である。中国は2000年から2006年までは輸入相手

国としては、第2位または第3位であったが、2007年には輸入量が前年の3分の1に落ちている。

　図1から図3によって判明することは、日本は2004年から2006年には一般炭の輸入量が全体の

66％から68％を占め、原料炭の比率は32％から34％を占めていたことである。2007年には原料炭の

輸入量が若干減少したため、一般炭は7割、原料炭は3割の輸入構成比と、一般炭の比率が上昇し

た。また、上位の輸入相手国は、オーストラリア、インドネシア、中国、ロシアであり、これらの

4ヶ国からの輸入量は2007年の総輸入量の92．9％に達している。カナダも日本にとって上位4位な

いし5位の輸入相手国である。NEDOによると、カナダでは高品質な強粘結炭が産出され、石炭輸

出のインフラにはまだ余力があるため、今後もカナダの原料炭の供給は重要になるとみなされてい

る14。

図4　1991年から2008年の日本の一般炭国別輸入単価の推移
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　出典：テックスレポート（2009年）、　『石炭年鑑　2009年度版』、p．91。
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図4と図5は1991年から2008年にかけての日本の一般炭と原料炭の国別輸入価格を示したグラ

14

O掲、NEDO、　p．8。
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フである15。図ではオーストラリア、中国、カナダの3ヶ国と輸入価格全体の平均を取り上げている

が、ここでは国による価格の相違について検討してみたい。先ず、図4は日本の・一般炭の輸入価格

を示しており、輸入価格平均は1991年の1トン当たり50．2米ドル（以下ドル）であった。1999年

から2003年までは約35ドルで推移していたが、2004年には50．9ドル、2008年には120．8ドルへと

2倍以上の価格上昇がみられた。日本にとって最大の輸入国であるオーストラリアからの輸入

価格も、平均輸入価格と同程度か1ドルほど高い程度であったが、2008年には125．4ドルと5ド

ル近く高くなった。

図5　1991年から2008年の日本の原料炭国別輸入単価の推移
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出典：テックスレポート（2009年）、　『石炭年鑑　2009年度版』、p．90。

（2005～2008年：すべて確定値）
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　中国からの輸入価格は平均価格よりも若干低かったが、2007年には73．3ドル、2008年には122．2

ドルと平均価格を上回った。カナダからの輸入価格は1991年から2003年までは平均価格を下回った。

しかし、2004年、2005年、2008年は平均価格を上回り、2008年には122．8ドルへと上昇した。

　『エネルギー白書』Isによれば、一般炭の価格の上昇について2つの主な理由が挙げられる。第

1に、2003年夏以降、世界的な石炭需給が逼迫したことにより2003年末から石炭スポット価格が上

昇し、その後も高止まりしたため、価格の上昇につながった。第2に、2007年6月に、世界最大の

L5 eックスレポート（2009年）、『石炭年鑑　2009年度版』、　pp．90－91。なお、輸入価格は両図ともCIF（保険料運

　賃込み値段）である。また、2005年から2008年はすべて確定値である。

16

O掲、資源エネルギー庁（2009年）、『エネルギー白書　2009年版』、p，143。
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カナダの石炭産業の特徴と石炭の対日輸出

石炭輸出国であるオーストラリアのニュー・サウスウェールズ州で暴風雨が石炭積出港を襲い、供

給が滞ったことによる。インドネシアでも、長引く雨季によって石炭の出荷が止まるなどした。

　図5は日本の原料炭の国別輸入価格を示したものである。1991年の平均輸入価格は1トン当たり

60．4ドルであったが、2000年には39．7ドルまで低下した。しかし、その後価格は上昇に転じて、2005

年には92．5ドル、2006年には96．0ドルとなり、さらに2008年には19L6ドルまで高騰した。オースト

ラリアからの輸入価格は1991年から2001年までは平均価格より若干安かったが、2004年を除くと、

2002年以降は平均価格を上回っている。2008年には206．7ドルにまで上昇した。中国からの原料炭価

格も平均価格を下回っていたが、2004年以降は2006年を例外として、平均価格よりも高い輸入価格

である。特に、2008年には260．4ドルまで高騰している。一方、カナダからの原料炭輸入価格は、オ

ーストラリアや中国とは異なり、2004年を除くと、1991年から2008年にかけて平均価格を常に上回

ってきた。2008年には231．4ドルまで高騰した。

　原料炭価格の上昇の原因についても、中国やインドをはじめとする開発途上国の石炭需要を背景

とした需給逼迫と、産炭国における天候不良による供給力低下という主に二つの理由によるもので

ある。しかし、2008年央以降、世界的な景気後退の影響を受け、一般炭も原料炭も価格が低下して

いる17。

　日本のカナダからの石炭輸入価格は、例外的な年を除くと、一般炭に関してはカナダの価格のほ

うがオーストラリアや中国よりも安い傾向にある。しかし、原料炭に関しては、カナダの価格のほ

うが、これら2ヶ国よりも高い傾向で推移してきた。

5．カナダの石炭産業の特徴

　カナダは世界有数の資源国であり、エネルギー資源については、石油、天然ガス、オイル・サン

ド、石炭、ウラン、水資源（水力）の賦存が豊富である。先の第3節でも述べたように、カナダの

石炭生産量が世界の生産量に占める比率は小さいにもかかわらず、カナダの石炭貿易が世界の石炭

貿易に占める比率は相対的に大きい。これは、カナダがエネルギー全般にわたって賦存量に恵まれ

ており、石炭も輸出に回すことができるためである。

　2008年のカナダ全体での石炭生産量は6，　810万6，000トンであった。一方、同年の石炭の消費量は

推定値で6，000万トンであったls。単純に比較すると、生産量が消費量を上回っている。貿易面から

見ると、カナダから原料炭と一般炭をあわせて2008年には3，219万5，000トン（うち原料炭が2，649

IT

ｯ上。

ts

@Natural　Resources　Canada，“Canadian　Mineral　Yearbook，2008，”Coa114．13、　Table　3　and　Table　4．2008年の生産量は

　暫定値である。
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万5，000トン）を輸出している一方、全体で2，064万1，　OOOトン（うち一般炭が1，735万5．000トン）を

輸入している。これを金額で表わすと、2008年の石炭輸出額は61億2，772万カナダドルで、同年の石

炭輸入額は13億3，346万カナダドルであったL9。つまり、カナダは主に単価の高い原料炭を輸出し、

単価の安い一般炭を輸入している貿易構造となっている。

　カナダでは、西からブリティッシュ・コロンビア（以下BC）州、アルバータ州、サスカチュワン

州、マニトバ州、オンタリオ州、ノヴァ・スコシア州、ニュー・ブランズウィック州、ニューファ

ンドランド州、およびユーコン準州に石炭鉱床が存在する。その中で、最も大きな石炭鉱床は、ア

ルバータ州、BC州、サスカチュワン州の西部3州で発見されている2°。

表3　2008年のカナダの州別石炭生産量（単位：千トン）

渥青炭
i原料炭）

渥青炭
i一般炭）

亜渥青炭
i一般炭）

　褐炭
i一般炭）

合計

アルバータ 3，139 3，477 24，988 N／A 31，607

リティッシュ・コロンビア 25，204 958 N／A N／A 26，163

サスカチュワン N／A N／A N／A 9，920 9，920

ノヴァ・スコシア × × N／A N／A ×

ニュー・ブランズウィック × × N／A N／A ×

カナダ（合計） 28，345 4，496 24，988 9，920 67，749

注：各項目の合計と合計値は一致していない。

　　×は統計法の守秘義務により開示されていない。
　NIAとは、　Not　available　for　any　time　periodをさす。

出典：Statistics　Canada，　CANSIM　Table　135－0002，（2010年1月ll日アクセス）。

　表3は2008年のカナダの州別石炭生産量を表わしている。カナダ全体で、6，774万9，000トンの生

産量があり、そのほとんどが前記の西部3州によって生産されている。統計法の守秘義務により開

示できない東部のノヴァ・スコシア州とニュー・ブランズウィック州の2州の合計生産量は5万

9，　OOOトンでしかない。カナダの中ではアルバータ州が3，160万7，000トン（全体の46．7％）と最大の生

産量を誇っている。次いでBC州の2，616万3，000トン（38．6％）、サスカチュワン州の992万トン

（14．6％）である。しかし、石炭の種類に注目すると、アルバータ州は一般炭の亜渥青炭の生産量が

2，　498万8，000トンと多く、さらに一般炭の渥青炭が347万7，000トンで、原料炭の渥青炭の生産量は

313万9，000トンでしかない。一方、BC州の場合は、原料炭の渥青炭が2，　520万4，000トンで、州の

石炭生産量の96．3％を占め、石炭のほとんどが原料炭生産とも言える。サスカチュワン州は一般炭

でも褐炭の生産で、992万トンであった。

19Natural　Resources　Canada，“Canadian　Mineral　Yearbook，2008，”Coal　14．14，　Table　5．2008年の石炭の貿易量ならび

　に貿易額は共に暫定値である。

2° 麹㈹､究開発機構（NIRA）（1987年）、『カナダのエネルギー資源とエネルギー政策』、　p」0。
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　　　カナダの石炭産業の特徴と石炭の対日輸出

表4　2008年のカナダの州別石炭輸出量（単位：千トン）

渥青炭
i原料炭）

渥青炭
i一般炭）

合計

ブリティッシュ・コロンビア 24，745 312 25，056

アルバータ 3，004 3，120 6，125

カナダ（合計） 27，751 3，434 31，183

注：各項目の合計と合計値は一致していない。
出典：Statistics　Canada，　CANSIM　Table　l　35－0002，（2010年1月11日アクセス）。

　表4は2008年のカナダの州別石炭輸出量を表わしている。カナダ全体で一般炭と原料炭を合わせ

た輸出量は3，ll8万3，000トンで、これは生産量の46．0％に当たる。一般炭はアルバータ州からの輸

出量が312万トンで、一般炭輸出量の90．9％を占める。一方、原料炭はBC州からの輸出量が2，474

万5，　OOOトンで、原料炭輸出量の89．2％を占める。アルバータ州からも300万4，　OOOトンの原料炭の輸

出がなされている。

表5　2008年のカナダの石炭輸出量上位10ヶ国（単位：千トン、％）
　、　、

ｬ　　灰 一　　灰

国名 千トン ％ 国名 千トン ％

日本 8，848 32．8 日本 2，634 47．7

韓国 5，255 19．5 韓国 1，481 26．8

アメリカ 1，574 5．8 ブラジル 574 10．4

ブラジル 1，446 5．4 中国 305 5．5

ドイツ 1，381 5．1 イスラエル 169 3．1

台湾 1，147 4．3 アメリカ 151 2．7

イギリス 1，122 4．2 メキシコ 75 1．4

イタリア 1，081 4．0 グアテマラ 70 L3
トルコ 956 3．5 チリ 45 0．8

メキシコ 620 2．3 台湾 7 0．1

カナダ合計 26，955 100．0 カナダ合計 5，520 100．0

出典：McCloskey　Groupのデータ。原典は、　Statistics　Canada。

　表5は2008年のカナダの石炭輸出量上位10ヶ国を示している。表4と表5は出典が異なるため、

一般炭ならびに原料炭の輸出量がやや異なる。McC［oskey　Groupのデータによると、カナダ全体か

らの一般炭の輸出量は552万トンであった。そのうち日本向けが第1位の263万4，000トン（47．7％）、

第2位が韓国向けの148万1，000トン（26．・8％）、第3位がブラジル向けの57万4，000トンであり、上位

3ヶ国で輸出量の84．9％を占める。第4位以下が、中国（5．5％）、イスラエル（3．1％）、アメリカ

（2．7％）、メキシコ（1．4％）、グアテマラ（1．3％）、チリ（0．8％）、台湾（0．1％）と続く。

　一方、2008年のカナダ全体からの原料炭の輸出量は2，695万5，000トンで、一般炭の輸出量の約5

倍弱であった。原料炭の価格は一般炭の価格より高いため、多量の原料炭を輸出できることはカナ

ダの貿易収支にプラスに作用する。第1位は日本向けの884万8，000トン（32．　8％）、第2位は韓国向

けの525万5，000トン（19．5％）であり、両国で輸出量全体の52．3％を占めている。一般炭と同様に日

一205一



本と韓国がカナダの原料炭の主たる輸出国である。第3位以下は、アメリカ（5．8％）、ブラジル

（5．4％）、ドイッ（5．1％）、台湾（4．3％）、イギリス（4．2％）、イタリア（4．　0％）、トルコ（3．5％）、メ

キシコ（2．3％）であった。

　カナダにとって、一般炭および原料炭の最大の輸出相手国である日本と第2位の輸出相手国であ

る韓国は、ともに重要な顧客である。また、第1節で指摘したように、日本にとってカナダは一般

炭および原料炭の第4位の輸入相手国であり、日本にとってもカナダは大切な石炭供給国である。

6．石炭メジャーとカナダの石炭産業と日本企業

　エネルギーや鉱物資源分野では寡占化が進行しており、鉄鉱石ではVale（ブラジル）、BHP・Billiton

（オーストラリアーイギリス）、Rio　Tinto（イギリスーオーストラリア）の上位3社の市場占有率

が78．2％となっている。また、石炭産業分野においてはBHP・Billiton、　Rio・Tinto、　Xstrata（スイス）、

Anglo　American（イギリス）の4社が石炭業界におけるメジャーであるLl。オーストラリアでは、上

記4社による権益出炭は全体の43％を占めている外、鉄鉱石最大手のValeや鉄鋼企業アルセロー

ル・ミタル（ルクセンブルグ）も石炭権益取得に参入している22。アメリカのPeabodyは販売量2．2

億トン、売上高は46億ドルL）：で、生産量に関しては世界一である。しかし、そのほとんどがアメリカ

国内で消費されている亜渥青炭の取り扱いのため、業界では石炭メジャーとはみなされていない2‘。

　さて、カナダではTeck　Resources25やSherrittが大手石炭会社である。　Teck・ResourcesはBC州の5

つの炭鉱およびアルバータ州の1つの炭鉱から、合わせて2008年では2，　300万トンの原料炭を生産し

た。同社は原料炭の輸出において世界第2位の地位を占めているLti。一方、　Sherrittはカナダ最大の

一般炭を生産する企業で、アルバータ州とサスカチュワン州に合わせて10の炭鉱を持っている。こ

こから生産される一般炭はカナダ全体の94％に当たり、2008年の生産量は3，850万トンであったL，T。

　日本の企業は1980年代、連邦政府や州政府の補助金を受けつつBC州の北東炭開発に力を入れた。

21
熬c法人・石炭エネルギーセンター（JCOAL）、「ワールド・コール・レポート、　VoL　l」、

　http：ffwu・w・．brain－c－jcoal．info／worldcoalreport／SOI－O　l－5．html（2010年1月t2日アクセス）。

22

ｯh。
L’3

ｯ上。

24
ﾛ紅カナダ社、副社長、山本智海氏、2010年1月8日、E－mailによる情報提供。

25 seck　Cominco　Ltd．は2009年4月23日にTeck　Resources　Ltd．へ社名変更した。　http：〃www．teck．comのTeck：Mining

　Company　Historyによる（2009年12月16日アクセス）。

26
seck　Conlinco　Ltd．（2009），2008　Annuai　Reoort，　Vancouver，　P．17。

，， ?狽狽吹F〃www．sherritt．com／docO8／subsection．php？submenuid＝operations＆catego【y＝operations／operations＿coal（2010年1

　月3旧アクセス）。
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カナダの石炭産業の特徴と石炭の対日輸出

具体的には日本の鉄鋼メーカーや総合商社が現地のパートナーと組み、Quintette炭鉱やBullmoose

炭鉱を開発した。しかし、両炭鉱の石炭は内陸部にあるため輸送コストがかかり、開発当初から高

価格で、最終的には日本の鉄鋼メーカーや商社はその権益を現在のTeck　Resources社に譲った。Teck

Resourcesによると、　Quintette炭鉱は2000年8月に、　Bullmoose炭鉱は2003年4月に閉山した28。

　現在、日本の企業でカナダの石炭産業に投資をしているのはわずか3例である。住友金属鉱山は

1998年5月からTeck　Resourcesに出資している29。また、2004年12月に、新日本製鉄と韓国のPOSCO

社がElkview炭鉱の権益をそれぞれ2．5％取得し、これに伴う拡張および増産されるElkview炭を両

社が引き取ることに合意した。このElkview炭鉱は現在Teck　Resourcesが95％所有し、運営してい

るものである。この合意によって、新日本製鉄は2005年以降10年間で約2，　900万トンの原料炭を購入

することになっだ゜。

　さらに、三井松島産業はBC州のWestern　Canadian　Coal　Corp．（2009年からWestern　Coal　Corp．へと

社名変更）へ出資をし31、2004年から同社の石炭の輸入を開始している3Z。ここでは年間500万トンの

良質の原料炭およびPCI用炭の生産が見込まれているls’‘。

　この3社のように直接投資は行っていないが、原料炭の長期契約を結んでいるケースもある。JFE

スチールはエルク・ヴァレー・コール（Elk　Valley　Coal　Corp．）と2005年10月に原料炭長期売買契約

に合意した。この契約により、JFEスチールは2006年度から2015年度の10年間に、年間250万トンの

強粘結炭を輸入することになり、長期にわたる安定供給が確保されている3’1。また、丸紅はグランド・

28　http・〃www・teck．・・m7G・…i・．・・p・？PAGE－Op・・ati・n・・P・g・・％2FA・ti・・＋cl・・u・e＋P・g・・％2FQ・i・t・tt・＄P・rt、IN。m，－t、

　および

　http：〃wwwteck．com／Generic．aspx？PAGE＝Operations＋Pages％2fActive＋Closure＋pages％2fBullmosse＆portalName＝tc

　（2009年12月13日アクセス）。

29
rumitomo　Metal　Mining　Co．，　Ltd．，　http：f／www．smm．co，jp／E／corp＿info／history．html（2010年1月31日アクセス）。但し、

　取得株式の％は表示されていない。

30「新日鐵、カナダ原料炭シッパー（EVCP）と権益取得・新規長期契約について基本合意」、2004年12月20日、

　http：〃www．nsc．co」p／CGI／news／whatsnew＿detail．cgi？section＝0＆seq＝00010513（2009年12月25日アクセス）。「新日鉄、

　加原料炭の権益取得」、『日刊産業新聞』、2004年12月21日、

　h廿p：〃wwwjapanmeta［．com／back＿numberft2004／t20041221．html（2009年12月25日アクセス）。

3］

　Western　Canadian　Coal　Cony）．，Annual　Report　2002，　p．6，

　h廿p：〃www．westerncoal．comf」）dflfinancial＿docsf・f－・ar2002．pdf（2010年2月1日アクセス）。

12

　http：〃wwwmitsui－matsushima．co．jp／english／profile／history，html（2010年2月1日アクセス）。

33
?高吹F〃www．mitsui－matsushima．co．jp／prqiect／operations．html（2010年1月5日アクセス）。

1十4

　http：Wwwj飴一steel．co．jp／release／2005flOfO51025．html（2009年12月25日アクセス）。
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キャッシュ炭（Grande　Cache）の対日独占販売権を有している35。現在は年間150万トン程度である

が、最近年間300万トンへの増産を発表した3ti。

　石炭の供給はオーストラリア、中国、インドネシアなど近隣諸国からのものが量的にも多く、ま

た輸送コストの面でも競争力がある。その点、カナダの石炭特に原料炭は良質であるが、価格と

輸送コストの面で上記の国々の石炭と比較すると若干割高になる。しかし、天候不順で炭鉱や港湾

施設が冠水し出荷できないことや、予期せぬストライキなどの発生、中国やインドの経済成長によ

る原料炭不足などが起こることはこれからも大いにありうる。こうした一連のリスクを分散する意

味でも、カナダからの高品質の原料炭の安定供給は日本にとって重要な意義を持つものと言えよう。
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